気候変動次期枠組みに関するIGESワーキンググループ
第1回会合　議事録

2004年3月19日（金曜日）、IGES東京事務所会議室において気候変動次期枠組みに関するIGESワーキンググループ第1回会合が行われた。メンバーの中、国立環境研究所主任研究員の江守正多氏が欠席された。また、気候変動に関する国際戦略専門委員会委員長の西岡秀三氏が参加された。環境省からは、牧谷室長、高橋室長、瀧口氏、井上氏の4名が、またIGESからは二宮、田村、島田の3名が参加した。また、参加メンバーの紹介の場で、亀山康子国立環境研究所主任研究員がこのワーキンググループの座長に就任し、島田幸司立命館大学教授が座長代理に就任した。
まず環境省牧谷室長よりワーキンググループ設置の趣旨が述べられた。京都議定書がなかなか発効する気配がないが、2013年以降の次期枠組みについてのdiscussionが必要であるという認識に立っていること、また民間企業やシンクタンクなどですでに非公式な形での研究や試みが行われていると同時に、経済産業省などの委員会でも話題に上がっていることなどを踏まえ、環境省でも専門委員会を設置し、2004年秋をめどに意見をまとめたいと考えたいと考えており、その委員会資料のドラフトを作成するグループとして、IGESワーキンググループを設置することとなった。また、扱う問題上、カバーする分野が広いため、各委員の専門に応じた分担作業でドラフティングが進められ、扱われる内容は専門委員会での議論と並行した形で設定されることとなった。西岡専門委員会委員長、および明日香委員のスケジュールに関する質問に答える形で、牧谷室長は、環境省としてはCOP10までに専門委員会としての報告書が欲しいと考えており、また9月に外務省主催で行われる非公式会合に対しても何らかのインプットを行う重要性を述べた。さらに、EUやアメリカでもまだ次期枠組みについての立場・戦略が固まっておらず、日本としてはCOP11くらいまでをにらんで研究を計画的に進めていくべきと考えている。
第1回ワーキンググループ会合では、資料-3に添った形で議論が進められた。まず議論するにあたっての方向性として、検討事項として挙げられた論点に大きな漏れがないか？またこれらの論点は適切なものか？そして各項目に対する方向性の設定をいかにすすめるか？の3点が環境省牧谷室長及び瀧口氏によって示された。主な議論は以下のとおり：

まず、具体的な事項に移る前に、大枠での議論がなされた。亀山座長が、環境省の設定した7つの柱は動かさなくて大丈夫であるが、細かい事項については、このワーキンググループが専門委員会資料のドラフティング・グループであるという性格上、ワーキンググループサイドでのアジェンダ設定は難しいとの見解を示した。また、亀山座長より経産省の検討は科学的な側面が欠落しているとの指摘があった。西岡専門委員会委員長より、枠組みのオプションについての姿勢についての質問および提言があり、政策的な不確定性と科学の不確定性をふまえ、政府として特定の姿勢を決めてしまうのではなく、複数の政策・対策オプションを提示するほうがよいとの考えが示された。また、オプションの作成にあたり、西岡委員長より、環境省として譲れない項目があるのならそれを必ず含めると同時に、あまり過去の経緯や経産省にこだわることなく提案されることが必要、２年後くらいの落としどころはどうなるのかを念頭に置きながら検討していくべきとの見解が示された。これに対しては、牧谷室長より「環境省としての味が出るオプション」の作成が依頼された他、明日香委員よりオプションについて○や×をつけたものはよく見るが、オプションの評価も念頭に置きながら議論したいとのコメントがあった。さらに、亀山座長が、このワーキンググループおよび専門委員会にsinkの専門家が必要になるかもしれないとの見解を示した。(それをどう、だれがカバーするのか？)　高橋室長から、トップダウン、ボトムアップといったアプローチの呼称が使われているが、トップダウンよりもバックキャストの方が正確との指摘があった。また、西岡委員長より資料４の経産省説明(p.6)に対して気候感度に幅があるといってもそれでは1.5の値で責任を持てるのかという話になる、中庸を選択するとなればさほどの差はないはずとのコメントがあった。

蟹江委員はItem5-5 持続可能な開発と京都メカニズム、環境ガバナンスの問題（フランス・ドイツによって提唱された国際環境機関の内容など）、国際交渉について取り上げ、ワーキンググループでの討議のどこかでこれらの問題を取り上げてはどうかとの考えを示した。また、environmental securityや倫理観、価値観の問題も、環境を扱う上では大事と述べた。瀧口氏からの倫理観や価値観は国によって大きく異なるのではないかとの質問に対し、明日香委員より困っている人は助けるなどの倫理観はほとんどの国が有しているはずとのコメントがあった。
高村委員より、技術の役割についての提言があり、CO2の固定と隔離の技術とシナリオを結びつけた議論や、技術が伴っている社会的なvisionを明らかにするべきとの意見が出た。甲斐沼委員より、よく「政策不確実性」と「科学的不確実性」が論議の中でごっちゃにされているが、実際は別個の問題なので、議論を進めるにあたり、分離されるべきだとの考え方が示された。高橋室長は、シナリオをベースにした上でのリスクの捉え方が大事との考えを示し、地球単位での環境リスク管理が必要と述べた。西岡委員長は、リスクに対する考え方をどうするかをしっかりと議論しなくてはいけない、地球のリスク管理は予防的アプローチとも関連すると述べ、高村委員も科学上の不確実性を踏まえた上での政策形成の重要性を説いた。島田委員から、‘96年頃の京都議定書交渉時もemission corridorのアプローチが提唱され、生態系が気候変動についていけるかどうかの議論があった、との紹介があった。西岡委員長は幅があるのはやむをえないとして、それではどうするかということになるとの指摘があり、高橋室長からはリスクが伴う上での制度設計が必要になるとのコメントがあった。
技術の気候変動政策における役割に関しては、甲斐沼委員曰く、アジア太平洋地域レベルでどんなことが可能かといった議論は進行中で、そのシナリオ作成も進んでいるが、グローバルな段階になるとまだ検討中であるということ。現在、CO2の固定と隔離というのがトレンドであるが、NIESで行っているモデルではCO2固定などは含まれていない(EUなどのモデルでは含まれている)　これに対し、西岡委員長は「NIESモデルにも含めてはどうか」との見解を示した。

また、牧谷室長の予防原則の政策を戦略として打ち出せるか？との質問に対し、明日香委員は、そのためにはリスクに関する資料をしっかりと準備する必要があり、その際、地球温暖化問題が予防原則に適する問題なのか？これまでにどのような政策がとられたのか？などを見る必要があるとの指摘があった。（蟹江委員：軍縮など他の国際政策でもよく予防原則は用いられる）明日香委員は、技術の国際共同開発を調べておく必要がある、日本のODAと途上国支援をどう関連づけていくかを議論すべきであり、これはリーケージやグローバリゼーション、日本だけやってどうなるのかの議論にもなる、と述べた。
島田委員より、「2012年以降は、日本としては長期的な目標を定めるのか」との質問が出され、これに関して明日香委員より「もっと日本としては強く出て、具体的な削減目標を定めてはどうか？」との意見が出た。そこで西岡先生より「なぜ現状で550ppmという数値が一人歩きするのか？またどうして750ppmじゃだめなのか？」説明すべきとのコメントがあり、日本としての具体的な数値が必要との考えが出された。西岡委員長はさらに科学的知見の論争において泥沼に入っていく、また、島田委員などからも、「マイナス2℃・550ppm」という数値の根拠についての質問が出た。高村委員、高橋委員よりEUの言う－２℃/550ppmという数値目標は以前のemissions corridorを下に作られたもので、現状を踏まえた上での数値の妥当性については詳細は不明とのこと。高橋委員は資料－４のp.17で1.5℃の上昇でも影響が出ることを指摘し、西岡委員長は科学者も説明が不十分で脆弱システムが一番先にやられることがポイントとのコメントがあった。中長期的な目標値の設定の必要性については、不確実性は残るものの、出席された委員の中で異論はなかった。（ただ、EUがこの案を押す半面、アメリカが反対しているため、国際交渉上での難しさは予想できる）
高村委員は、「コスト」について、「如何に安く目標を達成するか」が目標だろうが、削減コストだけでなく、他の政策を実現するときに同時に下げる、つまり費用を政策統合の中で下げうることが可能と述べた。島田委員は途上国では気候変動対策よりも大気汚染対策が先に進んでおり、気候変動対策の副次的利益として大気汚染対策を説明することが難しくなってきている、とコメントした。また、島田委員は被害に対してのコストについてたずね、また明日香委員からも副次的コストについての質問が出た。それに対し環境省の瀧口氏はOECDがまとめた影響のコストについてのレポートを示唆。次回での議論の材料にすることで合意。　
明日香委員、島田委員、などから、「参加」という言葉の多用が指摘され、もっと戦略的な言葉遣いが必要との提言があった。また、島田委員より、参加のインセンティブとしてどのようなものが与えられるのかとの問いに対し、環境省瀧口氏が、アメリカがヨーロッパを始めとする排出権取引制度の流れから取り残されることへの危惧を抱いていることなどを紹介し、また、WTOと各国の気候への取り組み、とくに国際的な取り組みの中でのfree riderの問題など、議論すべきテーマをあげた。また、IGES田村氏がアメリカのスタンスについて、国内からの取り組み・突き上げがないと国としてのスタンスが変わらない点を指摘すると同時に、アメリカですでにいろいろなレベルでの努力がなされていること、国内排出権取引制度への取り組み、またアメリカが抱く国際環境技術マーケットにおける危惧などについて述べた。牧谷室長が、Annex I会合での様子を踏まえ、日本の排出権制度のEUとのリンクの可能性、アジアをベースにした域内排出権市場の設定を手始めにグローバルなものに広げているという可能性、について述べた。それに対し、IGES島田が「EU制度との連携は可能で、日本にとっては大きな魅力である」と述べ、また「アメリカでの制度が確立すれば、ヨーロッパ市場との連携が起こるであろうことから、日本で国内システムを立ち上げないと、取り残される」と指摘。明日香委員からは「価格設定などで問題点はあるため、すぐにアメリカとヨーロッパが結びつくとは考えにくい」との指摘があった。

環境省牧谷室長より「ガバメントリーチ」に対しての質問があり、高村委員があまり国際法の分野では議論されておらず、どちらかといえば公共政策の分野で議論されていると指摘された。結論としては、ガバメントリーチ論をベースにすると「政府は環境では何もできない」ということになると述べた。

西岡先生よりcompliance（遵守）の扱いについての質問があり、高村委員は次期枠組みの構成が進めば、complianceの議論も進められるべきであるとの見解を示した。

また、京都議定書の法改正は可能か？との質問が出された。これに関しては、「55％というルールを45％にしては？」という提案がなされたが、そのための交渉が大変で、国際法の形式上は新しい条約交渉ということになるだろうとの見解が高村委員から出された。ただ、明日香委員曰く、国際会議の場では「途上国がもし提案すれば」という話が出ているとのこと。牧谷室長は、「京都議定書が発効してもしなくても、行動をとる」という主張があることを紹介した。

最後に、島田委員より「次期枠組みの生命線とは？」との質問が出された。それに対し、牧谷室長は「（数字の話ではないが）日本の最大の利益に向けた枠組み」を具体的な政策を通して提示する必要性を述べた。
なお、第2回ワーキンググループ会合は、3月29日（月曜日）午後1時半より4時までの予定で、IGES東京事務所会議室で行われる。（島田委員、高村委員は欠席の予定）
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